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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第151期

第１四半期

連結累計期間

第152期

第１四半期

連結累計期間

第151期

会計期間
自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日

至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

売上高 （百万円） 20,736 20,666 82,638

経常利益 （百万円） 1,510 1,425 5,496

四半期（当期）純利益 （百万円） 694 760 1,433

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 760 81 1,789

純資産額 （百万円） 55,542 54,890 55,811

総資産額 （百万円） 125,547 128,969 131,040

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 3.48 3.82 7.19

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.1 42.0 42.0

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　
２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理

の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(１)　業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復傾向が見られたものの、引き続き欧

州の債務問題や円高の長期化、電力供給に対する懸念など、先行き不透明な状況で推移しました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は206億66百万円（前年同期比70百万円の減

収）、営業利益は15億52百万円（前年同期比28百万円の減益）、経常利益は14億25百万円（前年同期比

84百万円の減益）、四半期純利益は７億60百万円（前年同期比66百万円の増益）となりました。

　

　セグメントの業績は次の通りであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較につ

いては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①繊維事業

　繊維事業は、衣料品消費が依然低調であるなか、コストダウンや新商品の開発、高付加価値品の拡販を

進めてまいりました。

　この結果、売上高は14億39百万円（前年同期比１億47百万円の減収）、営業利益は46百万円（前年同

期比０百万円の減益）となりました。

②グラスファイバー事業

　グラスファイバー事業は、電子材料分野並びに強化プラスチック分野における情報機器用途や、断熱

材分野を中心に、堅調に推移しました。

　この結果、売上高は150億44百万円（前年同期比２億97百万円の増収）、営業利益は14億51百万円（前

年同期比36百万円の増益）となりました。

③環境・ヘルス事業

　環境・ヘルス事業は、体外診断薬分野、スペシャリティケミカルス分野が堅調に推移し、飲料分野は新

商品の上市と拡販に努めてまいりました。

　この結果、売上高は37億82百万円（前年同期比２億31百万円の減収）、営業利益は３億５百万円（前

年同期比１億88百万円の増益）となりました。

④その他の事業

　その他の事業は、不動産・サービス事業などの収益確保に取り組んでまいりました。
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　この結果、売上高は４億円（前年同期比10百万円の増収）、営業利益は83百万円（前年同期比０百万

円の増益）となりました。

　

(２)　財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は1,289億69百万円となり、前連結会計年度末に比べ20

億71百万円減少しました。主な要因は、現金及び預金の減少などであります。

　負債は740億78百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億49百万円減少しました。主な要因は、未払

法人税等の減少などであります。

　純資産は548億90百万円となり、自己資本比率は42.0％と前連結会計年度末並となりました。

　

(３)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。

①基本方針の概要

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の源泉及

び当社を支えるステークホルダーとの良好な関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひいては株

主の皆様の共同の利益を中長期的に確保・向上させることを真摯に目指す者でなければならないと考

えております。もとより、上場会社である当社の株式は、株主又は投資家の皆様に自由に取引されるも

のであり、当社経営の支配権の移転を伴うような大量買付がなされる場合であっても、これが当社グ

ループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限りにおいて、当社は、こ

れを一概に否定するものではありません。また、当社は、株式の大量買付提案に応じるかどうかの判断

も、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきであると考えております。

　しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大量買付の中には、1)その目的等から見て企業

価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、2)株主に株式の売却を事実上強要

するおそれがあるもの、3)対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会

社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、4)買収者の提示した条

件よりも有利な条件をもたらしたりするために、対象会社による買付者との交渉を必要とするもの等、

対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　とりわけ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくためには、1)長年培われ

た技術資産や人的資産の流出を防ぎ、そのような技術資産や人的資産を中長期的視野で保護育成する

こと、2)顧客とのネットワークと当社の有するブランド力を維持・強化していくこと等に重点を置い

た経営が必要不可欠であります。これらが、当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保さ

れ、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになると

考えております。また、外部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際には、上記事項のほか、当

社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、多岐にわたる事業分野やグループ企業間

の有機的結合により実現され得るシナジー効果、その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な事項

を適切に把握した上で、当該大量買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必

要があります。

　こうした事情に鑑み、当社としては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を

行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大
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量買付に対しては、必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保する必要があると考えております。

②基本方針の実現に資する取組みについて

(ア)当社の企業理念

　当社は、『日東紡グループは、「健康・快適な生活文化を創造する」企業集団として社会的存在価

値を高め、豊かな社会の実現に貢献し続けます。』との経営理念に基づいて、時代の要請に即応し、社

会の役に立つ新しい価値を創造し提供し続けることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保し、向上することに努めております。

　また、当社は、上記経営理念のもとに、会社固有の価値観を以下の通り「日東紡宣言」としてわかり

やすい文章で表現し、社員が常に意識しながら、自ら考え、行動できるように努めております。

・日東紡グループは社会の「ベストパートナー」を目指します。

・私たちは、お客様の求めるものを絶えず追究し、お客様に「安心と信頼」を誠実にお届けすること

を喜びとします。また、企業活動を通じ株主・投資家・行政・地域社会等すべてのステークホル

ダー（社会）と共に喜びを分かち合うことを大切にします。

・私たちは自立した一人ひとりの社員の可能性を尊び、自由闊達にアイデアを出し合いながらチー

ムワークにより力を発揮する企業集団を目指します。

・私たち企業グループは社員の成長が会社の成長であることを信じ、社員に成長と自己実現の機会

を提供します。

社員はまず第一に良き市民であり、深く考え、広く見渡し、果敢に行動します。そして粘り強くやり

遂げます。

(イ)当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上への取組み

　当社は「繊維メーカー」として創業して以来、永年にわたって技術、知識を世代間で蓄積・継承し

続けることにより、中長期的視点に基づいた様々な固有のノウハウを培ってまいりました。それを背

景に旺盛なパイオニア精神を発揮しながら、グラスファイバー事業、環境事業、メディカル事業など

に次々とチャレンジして経営の多角化に取り組んでまいりました。また、早くから海外に事業拠点を

拡大したり、海外企業との強固なネットワークを構築したりするなど、グローバルな視点での経営資

源の強化を進めております。

　さらに当社は、地球環境の次世代への継承や持続的発展に貢献することを基本理念とした「日東紡

環境憲章」を制定し、すべての事業活動において環境に配慮した製品・サービスを提供し、環境保全

に努めております。

(ウ)当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の基盤となる仕組み（コーポレート・ガバ

ナンスの強化）

　当社は、経営の透明性の向上と法令遵守を徹底して企業価値を高めることがコーポレート・ガバナ

ンスの基本であると認識し、そのため経営環境の変化に迅速に対応できる内部統制システムを構築

しております。「日東紡行動綱領」並びに「行動規準」を掲げ、経営トップが率先垂範するととも

に、役職員に周知徹底させるために様々な施策を講じて全社的な活動を展開しております。また、リ

スクの発生を想定した緊急対応策を制定するなど、安全で安心な製品・サービスを提供するための

リスク管理体制の整備も行っております。

　具体的には以下の事項に取り組んでおります。

A)　執行役員制度を導入して、取締役会による意思決定と監督、並びに執行役員による業務執行機能

をより充実させ、環境変化に即応した経営体制の強化に努めております。

B)　経営環境の変化に対応して機動的に経営体制を構築するとともに、事業年度における経営責任
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を一層明確にするため、取締役の任期を１年としております。

C)　取締役のうち１名を社外取締役としており、業務執行機関に対する取締役会の監督機能をより

強化する体制を確立しております。

D)　監査役４名のうち２名を社外監査役としており、透明性の高い公正な経営監視体制を確立して

おります。

E)　取締役の解任要件を、会社法の原則（会社法第339条第１項、第341条）に従い普通決議にしてお

ります。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

　当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、「当社株式の大量取得行為に関する対応

策（買収防衛策）」を導入し、また、平成23年６月29日開催の定時株主総会において、本プランの内

容を一部変更した上で継続することを株主の皆様にご承認いただいております（以下、一部変更し

た上で継続したものを含めて「本プラン」といいます。）。

　その概要は以下の通りであります。

(ア)本プランの目的

　本プランは、当社株式に対する大量買付が行なわれた際に、当該大量買付に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な

情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止することを目的としております。

(イ)本プランの内容

　当社は、本プランに基づき、以下ａ又はｂに該当する買付等がなされた場合に、本プランに定め

る手続に従って、買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が買付者等以

外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以

下「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを実施いたします。

ａ.当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等

ｂ.当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその

特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　上記ａ又はｂに定める買付等を行う買付者等は、当社取締役会が友好的な買付等であると認め

た場合を除き、当該買付等の実行に先立ち、当社に対して、買付内容等の検討に必要な情報及び

本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説明書」といい

ます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

　その後、買付者等から提出された情報が、経営陣から独立している社外取締役、社外監査役又は

有識者のいずれかに該当するもので構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るも

のといたします。独立委員会は、買付者等により提出された情報が本必要情報として不十分であ

ると判断した場合には、独立委員会が買付説明書を受領した日から原則10営業日以内に、自ら又

は当社取締役会等を通じて買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を提出する

よう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、かかる情報を追加

的に提出していただきます。

　独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、又は買付者等の

買付等の内容の検討等の結果、買付者等による買付等が本プランに定める要件のいずれかに該

当し、本新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、独立委員会

検討期間の開始又は終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当ての
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実施、又は本新株予約権の無償割当ての実施について株主総会の決議を得ることを勧告いたし

ます。

　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施又は

不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うものといたします。

　また、当社取締役会は、独立委員会から予め本新株予約権の無償割当ての実施について株主総

会の決議を得るべき旨を勧告された場合、又は自らが株主の意思を確認することが適切と判断

する場合には、速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付

議するものとします。

　本プランにおける新株予約権の無償割当ての実施に関する事項の決定権限の委任期間（以下

「有効期間」という。）は、平成23年６月29日開催の定時株主総会終了後３年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までといたします。

　ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランに係る無償割当てに

関する事項の決定についての取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は

当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で

廃止されるものといたします。また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、独立委

員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

　当社は、本プランの廃止又は変更等がなされた場合には、当該廃止又は変更等の事実及び（変

更等の場合には）変更等の内容その他の事項について、情報開示を速やかに行います。

④本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を以下の諸点より完全に充足し、

また、企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策

の在り方」による指摘事項を反映させ改善しており、会社の支配に関する基本方針及び株主共同の

利益に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しておりま

す。

(ア)株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項）

　本プランは、平成20年６月27日開催の定時株主総会における決議を経て導入され、また、平成23

年６月29日開催の定時株主総会において、その内容を一部変更した上で継続することを承認さ

れたものであります。

　また、本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において撤回する旨の決議がな

された場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの継続は

もとより消長につきましても当社株主総会の意思に基づくこととなっております。

(イ)取締役の任期が１年であること

　当社取締役の任期は１年となっております。したがって、本プランの有効期間中であっても、当

社取締役の選任を通じて株主の皆様のご意向を反映させることが可能であります。

(ウ)独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示

　当社は、本プランの継続にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プラ

ンの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を

設置しております。

　独立委員会は、当社経営陣からの独立性が高い当社社外取締役、当社社外監査役、又は当社が独

立委員会規程に定める要件を満たす有識者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会が選
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任した者３名で構成されております。

　当社取締役会は、本プランの発動に係る独立委員会の判断を最大限尊重して新株予約権無償割

当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行います。また、独立委員会の

判断の概要につきましては株主の皆様に情報開示することとされており、当社の企業価値・株

主共同の利益に資するべく本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

(エ)合理的な客観的発動要件の設定

　本プランは、予め定められた合理的な客観的発動要件が充足されなければ発動されないように

設定されており、また、独立委員会から予め本新株予約権の無償割当ての実施について株主総会

の決議を得るべき旨を勧告された場合、又は自らが株主の意思を確認することが適切と判断す

る場合には、速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議

することとされていることから、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを

確保しているものといえます。

(オ)第三者専門家の意見の取得

　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計

士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を受けることができるものとして

おります。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みと

なっております。

(カ)デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株券等を大量に買い付けようとする者が、自己の指名する取締役を株主総

会で選任し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能となっ

ておりますので、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、

発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役の任期を１年としてお

りますので、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができな

いため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　

(４)　研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は３億87百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成24年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 247,677,560247,677,560

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数1,000株

計 247,677,560247,677,560 ― ―

　

(２) 【新株予約権等の状況】

　　　 該当事項はありません。

　

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

　

(４) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

(株) (株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

　平成24年４月１日～

　平成24年６月30日
― 247,677,560 ― 19,699 ― 19,029

　

(６) 【大株主の状況】

　　　 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(７) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

― ―
　普通株式 48,351,000

（相互保有株式） 　

　普通株式 12,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 197,989,000197,989 ―

単元未満株式 普通株式 1,325,560― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　 247,677,560― ―

総株主の議決権 ― 197,989 ―

(注)１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含まれており

ます。

２　「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式632株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

日東紡績株式会社
東京都千代田区麹町

２丁目４番地１
48,351,000― 48,351,000 19.52

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社アベイチ
大阪府大阪市中央区常
盤町２丁目２番28号

12,000 ― 12,000 0.00

計 ― 48,363,000― 48,363,000 19.53

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(１)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,457 6,886

受取手形及び売掛金 ※２
 27,010

※２
 27,104

商品及び製品 8,526 8,241

仕掛品 3,613 3,684

原材料及び貯蔵品 14,218 14,756

繰延税金資産 2,163 1,541

短期貸付金 10 10

その他 1,844 1,263

貸倒引当金 △44 △43

流動資産合計 65,801 63,446

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 13,909 14,232

機械装置及び運搬具（純額） 7,850 7,892

土地 17,640 17,646

リース資産（純額） 974 1,498

建設仮勘定 1,020 1,237

その他（純額） 699 722

有形固定資産合計 42,094 43,229

無形固定資産 1,639 1,609

投資その他の資産

投資有価証券 12,500 11,118

長期貸付金 17 17

繰延税金資産 7,727 8,320

その他 1,303 1,272

貸倒引当金 △44 △44

投資その他の資産合計 21,505 20,684

固定資産合計 65,239 65,523

資産合計 131,040 128,969
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 10,993

※２
 10,663

短期借入金 6,395 6,795

1年内返済予定の長期借入金 7,487 7,960

リース債務 199 269

未払法人税等 1,911 249

賞与引当金 1,510 617

災害損失引当金 181 157

その他 6,547 7,921

流動負債合計 35,226 34,635

固定負債

長期借入金 20,043 19,697

リース債務 971 1,426

繰延税金負債 77 76

退職給付引当金 12,009 11,988

修繕引当金 5,115 4,376

事業構造改善引当金 219 219

その他 1,566 1,659

固定負債合計 40,002 39,443

負債合計 75,228 74,078

純資産の部

株主資本

資本金 19,699 19,699

資本剰余金 23,062 23,062

利益剰余金 22,376 22,140

自己株式 △8,874 △8,874

株主資本合計 56,264 56,028

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,152 0

繰延ヘッジ損益 △76 △21

為替換算調整勘定 △2,303 △1,893

その他の包括利益累計額合計 △1,228 △1,914

少数株主持分 775 776

純資産合計 55,811 54,890

負債純資産合計 131,040 128,969
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 20,736 20,666

売上原価 14,498 14,357

売上総利益 6,238 6,308

販売費及び一般管理費 4,658 4,756

営業利益 1,580 1,552

営業外収益

受取利息 2 5

受取配当金 134 174

持分法による投資利益 126 30

受取賃貸料 21 20

その他 95 54

営業外収益合計 380 284

営業外費用

支払利息 152 133

退職給付会計基準変更時差異の処理額 111 111

為替差損 54 57

その他 131 107

営業外費用合計 449 410

経常利益 1,510 1,425

特別利益

受取補償金 － 34

特別利益合計 － 34

特別損失

固定資産処分損 13 70

事務所移転費用 － 40

災害による損失 782 －

その他 － 0

特別損失合計 796 111

税金等調整前四半期純利益 714 1,348

法人税、住民税及び事業税 278 174

法人税等調整額 △271 405

法人税等合計 7 579

少数株主損益調整前四半期純利益 707 769

少数株主利益 12 8

四半期純利益 694 760
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 707 769

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △112 △1,153

繰延ヘッジ損益 － 54

為替換算調整勘定 136 258

持分法適用会社に対する持分相当額 29 151

その他の包括利益合計 53 △688

四半期包括利益 760 81

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 746 74

少数株主に係る四半期包括利益 14 6
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【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日

　至　平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

(１)　債務保証

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、以下の債務保証を行っております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

NITTOBO ASCO Glass
Fiber Co., Ltd.

139百万円
(50,000千台湾ドル)

132百万円
(50,000千台湾ドル)

　

(２)　保証予約

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、以下の保証の予約を行っております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

NITTOBO ASCO Glass
Fiber Co., Ltd.

113百万円
(41,000千台湾ドル)

186百万円
(70,500千台湾ドル)

　

(３)　受取手形割引高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形割引高 29百万円 33百万円

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 817百万円 742百万円

支払手形 653百万円 575百万円

　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。
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　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りで

あります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

　減価償却費 1,257百万円 1,216百万円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 996 5.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

　　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 996 5.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　 繊維事業
グラスファイ
バー事業

環境・ヘルス
事業

その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,586 14,746 4,013 390 － 20,736

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 133 95 39 △268 －

計 1,587 14,879 4,109 429 △268 20,736

セグメント利益又は損失
（△）

46 1,415 116 82 △81 1,580

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、サービス事業等を含ん

でおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△81百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり

ます。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

　１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　 繊維事業
グラスファイ
バー事業

環境・ヘルス
事業

その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,439 15,044 3,782 400 － 20,666

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1 99 111 70 △282 －

計 1,440 15,143 3,893 471 △282 20,666

セグメント利益又は損失
（△）

46 1,451 305 83 △334 1,552

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、サービス事業等を含ん

でおります。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△334百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり

ます。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　２　報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、平成24年４月１日付でグループの事業基盤を一層強固にするために実施した組織改編

に伴い、従来「繊維事業」、「グラスファイバー事業」、「環境事業」及び「医薬・飲料事業」の４つを

報告セグメントとしておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「繊維事業」、「グラスファイバー

事業」及び「環境・ヘルス事業」の３つに変更しております。

　「グラスファイバー事業」におきましては、これまで「環境事業」に含まれておりましたグラスウール

製品の製造加工及び販売、機械設備の設計・製作販売等が含まれております。

　また、「環境・ヘルス事業」におきましては、「医薬・飲料事業」と、これまで「環境事業」に含まれて

おりました音響工事の設計・監理及び請負、ロックウール製品や農産品の生産及び販売等を統合してお

ります。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しており、

前第１四半期連結累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報」に

記載しております。

　

　

(１株当たり情報)

　　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3円48銭 3円82銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 694 760

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 694 760

普通株式の期中平均株式数(千株) 199,387 199,326

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月７日

日東紡績株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員    

　 公認会計士　　樋　　口　　義　　行　　印
　

指定有限責任社員
業務執行社員    

　 公認会計士    惣　  田　  一　  弘　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東
紡績株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平
成24年４月１日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年
６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東紡績株式会社及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　

(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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